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どもの実情把握とそれに基づく授業づくりを通し子どもの自発的な学習意欲を高め、自ら調べ、学習する
姿勢の地盤を学校教育で築き、基礎学力を定着させるための授業研究は、価値あるものと言える。
歴史的に振り返れば、昭和４０年代から文部科学省は順次、「人間中心カリキュラムii」、「子どもの社会的
経験を重視するiii」学習指導要領の改訂、「確かな学力」の育成として、「知識や技能はもちろんのこと、
これに加えて、学ぶ意欲や自分で課題を見付け、自ら学び、主体的に判断し、行動し、よりよく問題解決
する資質や能力等まで含めたもの」の育成を重点課題として挙げている。また、平成１０年代より、体験的
な学習、問題解決的な学習の充実を図り、思考力、判断力、表現力を養うことを目標としているiv。
さらに世論的にも、近年、子どもの経験不足により授業の進行に支障が出ていると言うことを問題視さ
れ始めている。休日は家族で様々な体験をして、自然環境などに対する考えなどを深めて欲しいという文
部科学省の当初のゆとり教育の理念からは真逆の結果が生まれてしまったといっても過言ではない。
これらのことを概括する際に参考になるのが、戦後初期社会科の理念に掲げられていた、子どもの経験
を中軸に据えた問題解決学習による人間形成論ではなかろうか。これが現代において再評価され始めてい
ると総括できよう。
本研究において後述するが、問題解決学習とは、「子どもが直面している問題を解決することを通じて、
子どもたち自身が自らの経験や知識を再構成して発展させようとする問題解決学習v」を手段としてこの
「確かな学力」及び人間形成の向上を目指すものとする。よって本研究は、第一に、小学校社会科の学習
指導要領の変遷について整理し、近年の学習指導要領が初期社会科の理念である子どもの経験を重視した
問題解決学習論を辿っていることを明らかにする。第二に、その理念を受け継ぎ、現代まで一貫して問題
解決学習を初志の会における問題解決学習論と人間形成論との整合性を図り、その視点から社会科教育に
おける人間形成論を概括する。
以上のことから本研究の主たる目的とは、子どもの経験を重視する問題解決学習論は子どもの人間形成
に有用であることを明らかにすることにある。
第１章 初期社会科とその変遷
本章では、小学校社会科学習指導要領の改訂の結果、現時点で戦後の初期社会科の理念と類似した内容
を打ち立てていることから、戦後の初期社会科についてまとめ、学習指導要領の変遷を辿る中で、社会科
として子どもたちに必要なことは何であるのかを明確にしていくことを目的とする。
第１節 戦後初期社会科の理念
戦後初期社会科は、戦前とはまったく異質な、民主的な社会の建設に寄与し、その進展に役立つ人間の
育成を目標に掲げ、設立された。初期社会科の学習指導要領作成者の一人上田は、「これまで無批判な態
度で不合理な自己犠牲にあまんじた人間ではなく、みずから考え、判断し、責任をもって行動することの
できる人間を育成する教育が理想であり、地道に国民に民主的な感覚を日々の生活の奥底に築き上げる努
力によってその理想を実現させるべきであり、そのために教育の面では社会科の教育が大きな使命をにな
うことになるvi」と述べている。
初期社会科の学習指導要領には、「社会科の任務は、青少年に社会生活を理解させ、その進展に力を致
す態度や能力を養成することである。そして、そのために青少年の社会的経験を、今までよりも、もっと
豊かにもっと深いものに発展させて行こうとすることがたいせつなのであるvii」とあり、民主的な子ども
を育成する目的で、子どもたちの社会経験を中心にした相互依存関係を理解させるため、次のような関係
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性を理解することが必要であるとしている。
一、人と他の人との関係
二、人間と自然環境との関係
三、個人と社会制度や施設との関係viii
また、これらの相互依存の関係を理解するには、人間性の理解がこれにともなわなければならないとし、
それまでの日本の社会科教育（地理、歴史、終身など）、家庭（家父長制）、抽象的な道徳教育（できない
ことを「できる」とし、強制させていた精神教育）を批判し、基本的な人権をもとにした他人への理解と
他人への愛情とを育てることが重要であるとしている。
このような理念に至ったのは、第二次大戦前の修身・地理・歴史等の科目が、青少年に社会生活がいか
なるものかを理解させ、これに参与し、その進展に貢献する能力態度を育成することに直接たずさわって
来たが、それらの科目は、青少年の社会的経験そのものを発展させることに重点をおかず、倫理学・法律
学・経済学・地理学・歴史学等の知識を青少年にのみこませることに全力を尽くすのみで、生徒は社会生
活に関する各種の知識を得たが、それがひとつに統一されて、実際生活に働くことがなかったからだとい
うことができるix。そのため、青少年の現実生活の問題を中心として、各自が得た知識や能力を統一して
考え、各々の社会的経験を広め、また深めようとする社会科の理念が生まれたと言えよう。
以上のことを整理すると、初期社会科は、戦前の教育を反省し、新しい民主的な社会を自主的自立的に
建設する人間の育成を目指す教科として発足し、自らがその解決を目指すための手段として問題解決学習
を採用した、とまとめることができよう。
なお、昭和２２年版学習指導要領社会科編において、「民主主義社会」の基本原理とは、以下のようであ
る。
一 民主的な政治は、適正な選挙制度及びよく民意を反映する議会を必要とする。
二 政治・経済、資源や技術の利用が万人の生活程度を高め、また安寧を維持するように行われる。
三 信教・言論・出版・集会・請願等についての個人の自由が確保される。
四 正当な個人の財産は保護され、公共のためにのみ正当な方法によって取り上げられる。この際負
担の公平が期せられる。
五 公正な裁判によって、個人の権利侵害が防止される。
六 法の執行は、適正に選任された官公吏のみによって行われ、個人や団体が私的に裁判や処分をし
ようとすることは拒否される。
七 各個人は、すべての公私の義務を果たす責任を持つx。
これらの理念の上に成立した社会科について、上田は、その必然性について、次のようにまとめている。
一 封建的な考え方や軍国主義を排除し、基本的人権を尊重する人間的な立場を確立する必要があ
る。
二 道徳教育をおこなう場合、型にはまこむような一方的なやりかたをすべきではない。すなわち説
教のようなものによってはならない。
三 正しい道徳的態度は、決して形式化されることのないもの、すなわちたえず新しい形式を創造す
るものであって、かならず当面した事態に対処するための理解を前提にもっている。ゆえに道徳的
なものは知的な要素ときりはなすことはできない。
四 地理や歴史を体系的に教えられることは、子どもにとって根のある関心事となることが至難であ
り、したがってそれを自分のものにする力も乏しいと考えられる。
五 地理や歴史に関する指導においても、知識を与えることより、根本的な理解を養うことのほうが
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重要である。
六 知識を与える場合にも、それが子どもの問題解決、すなわち生きた経験のなかで欠くことのでき
ない位置をしめるものとして学びとられるようにしなくては、真に子どものものにはならないと考
えられるxi。
これらのことは、昭和２２年版社会科学習指導要領にある、「生徒は自分たちの生活の具体的問題に直面
し、その解決に向かって種々の活動を営むのであるが、この活動によって生ずる社会的経験こそ、生徒た
ちの真の知識となり、能力や態度を形成するものとなるのである。」ということを念頭に、戦後の新しい
日本を作っていくための基本概念と位置づけられよう。そして、この理念は、年月を経た今現在でも、十
分に通用する概念であると考える。
第２節 高度経済成長による影響
上述した社会認識教育が広がる昭和３０年代の高度経済成長に伴い、経済界から「人的能力を開発する見
地から、今後教育投資をいっそう増加させるべきである」という報告が出され、それに応える形で、教育
界でも教育の能率化、中等教育の多様化などの政策が取り上げられるようになった。それに伴い文部省は、
経済界からの要請に対応する教育計画論である教育白書「日本の成長と教育－教育の展開と経済の発達」
を昭和３７年に発表している。
また、この時期には高校への進学率が上昇し、昭和３６年には６０％を超え、能力主義を目指す指標として
全国一斉テストも行われている。
昭和３０年代は、教科の系統主義、知識中心の教育が重視されたが、中教審答申では「期待される人間像」
を中教審答申に付記し、人間中心、能力育成の教育へと変革していく必要性を示唆していた。
その結果、小学校社会科学習指導要領では、まず、社会科の改訂の方針として、社会科の目標の明確化
と、内容の精選の二つを大きな柱とし、一つは「目標については、民主的な国家、社会における公民的資
質の基礎を養うこの教科の基本的性格が正しく把握されるように、その表現を明確にすること。」もう一
つは「目標については、いわゆる地理的、歴史的、公民的内容に関する学習を通じて、民主的な国家、社
会における公民的資質の基礎を養う社会科の基本的性格が明確になるようにする」という目標を設定し
た。
内容の精選については、「観察力、資料活用の能力、思考力等の能力の育成をとくに重視する観点から
基本的事項の精選をはかる」とし、歴史学習の改善について、答申では「人物や神話、伝承等の取り上げ
方にもくふうを加え、全体としてその充実を図る」と、「神話復活」に対する大きな反響を呼び起こした。
この昭和４３年版学習指導要領では、社会科に対する目標の明確化とそれぞれの学年で期待する能力の育
成内容が明らかにされた。
２節‐１ 人間中心カリキュラムの主張
アメリカでは１９７０年代、環境問題としての公害の発生、青少年の非行化などと関連して、地域社会や家
庭の教育力の衰退などから、人間の主体性の回復が自覚されてきた。これが学校教育にも反映し、カリキュ
ラムにおいても、知的能力だけでなく、人間能力の全面的発達という、教育本来の姿に立ち返る。そして、
「人間中心カリキュラム」が主張され、その具体化の実施が、グッドラッドらによって試みられている。
伊藤xiiのまとめによれば、グッドラッドらは、人間中心カリキュラムの立場から、教材精選の基準として、
次の七つの観点を示した。
人間理解に役立つもの
人間中心の観点との一致及びそれらの支持
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人間にかかわりを持つもの
児童・生徒の自己自身とその文化を超越する力に貢献するもの
幅広く、よく知られている永続的話題
人間の献身に基づく行為を促進するもの
学校とその指示環境の中で現実可能のもの
日本においても、高等学校が準義務教育の観を呈し、進学への学校・家庭などの過熱化現象が、初等・
中等教育にいろいろな問題を発生させた。いわゆる学習意欲の衰退、学習内容の不消化、青少年の非行化
などである。国情が異なるとは言え、アメリカの教育思潮と同じく、豊かな人間性の育成を目指す教育課
程が望まれてくる。この現場の実情に対応して、昭和４３年版に比べ教育内容が三割削減されたり、履修学
年の移行がなされたりし、全体としてゆとりのある学習ができるよう昭和５２年度の学習指導要領は改訂さ
れた。
実際の昭和５２年度の社会科改訂では、当時高校への進学率が９０％を超えるという社会情勢の中、小中高
それぞれの学校の教育課程を順次改訂していく方向と、生涯教育の理念とそこに立脚する学校教育全体の
見直し、そして国際社会に対応した社会科教育の学習内容の改訂に関することが行われた。
佐藤xiiiのまとめによれば、それらの背景には昭和４６年に出された中教審答申に、「進学率の向上ととも
に社会からの人間の可能性の開発の重視および自主的・創造的な人間の育成を求める傾向」があるとし、
小中高の教育課程の一貫性を徹底すること、生徒の能力・適性・希望などの多様な分化に対応するよう柔
軟な対応をとることの必要性について中教審では検討がなされた。
その結果、「改善のねらい」として、
人間性豊かな児童・生徒を育てること
ゆとりのあるしかも充実した学校生活が送れるようにすること
国民として必要とされる基礎的・基本的な内容を重視するとともに、児童・生徒の個性や能力に応
じた教育が行われるようにすること
の３点が出された。では、思考力・創造的能力の開発育成、実践的社会性、国際的視野の育成などが特
に挙げられ、ではそれらを実現する学習の場である学校生活にゆとりを持たせ自発的自主的学習活動の
展開が意図され、では、学習内容として国民共通の基礎的基本的なものと個人の能力適性に応じた個別
のものという、二つの方向が必要とされることを提言している。
このような審議のもと、小学校の学習指導要領では、低学年においては、社会科という教科の枠組みに
とらわれず他の教科との合科的指導が実施しやすいようにすること、中学年においては、地域社会の範囲
を三年、四年で市町村と県というように限定することなく融通性をもたせること、高学年では、歴史的学
習にあっては人物と文化遺産に重点化すること、世界地理に関することは中学校の学習内容に移すことが
主な改訂として出されることとなった。
２節‐２ 子どもの社会的経験を重視する改訂
昭和５７年に当時の文部省が小学生を対象に実施した調査結果（「教育に関する世論調査」、昭和５７年xiv）
では、子どもの生活体験や社会体験の乏しさが、基本的な生活習慣や生活上必要な技能を身に付けること
を困難にしているということを明らかにした。例えば、生活習慣では、「親にていねいな言葉を使う」、「食
事の後かたづけの手伝い」や「掃除の手伝い」については多くの児童が「していない」と回答し、生活上
必要な技能では「果実の皮むき」、「ボタンつけ」、「ハシを正しく持つ」などについてかなりの児童が「ほ
とんどできない」と回答している。また、都市部に住んでいること、テレビをみる時間が長いこと、家の
外で遊ぶことが少ないことなどが基本的生活習慣や生活上必要な技能が身に付いていないことと深く関連
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していることも分かった。
昭和５０年代後半は、家庭や地域社会の中で、豊かな自然との触合いを通じて生命への畏敬の念や勤労の
尊さを実感したり、厳しさに耐えることを学んだりする機会が少なくなったこと、また、多様な生活体験
を積むことにより生きていく上で必要な様々な知恵や技能を身に付けたり、困難に遭遇してそれを自らの
力で解決することを通じ社会的適応力を身に付けるといった機会も少なくなったことが原因として挙げら
れる。
これらのことから、「心豊かな人間性」の育成が求められた。「心豊かな人間性」とは、豊かな心をもち
たくましく生きる人間のことであり、道徳を中心として各教科や特別活動において、それぞれの特性に応
じてこのような観点からの指導の充実を図ることで育成できると考えられた。特に、道徳教育の充実に当
たっては、豊かな体験を通して児童生徒の内面に根ざした道徳性が育成されるようにするとともに、家庭
や地域社会との連携を図り、基本的な生活習慣や望ましい人間関係の育成などにかかわる道徳的実践が促
されるよう配慮された。また、自然との触れ合いや勤労・奉仕などの活動を一層重視する観点から、自然
教室推進事業や勤労生産学習・奉仕等体験学習などの事業の充実が図られたxv。
さらに、平成９年度の同教育白書では、学校週５日制の導入にともない、そのねらいとして、「これか
らの時代に生きる子どもたちの望ましい人間形成を図ること」を基本概念とした。学校、家庭及び地域社
会が一体となってそれぞれの教育機能を発揮する中で、子どもが自ら考え主体的に判断し行動できる力を
身に付けることを期待したのである。
家庭や地域での対応としては、家庭や地域社会においては、一人一人の子どもが主体的に使うことがで
きる時間を確保し、ゆとりのある生活の中で個性を発揮したり、豊かな感性や社会性、創造性を培ったり
することに役立つよう、異年齢や同年齢の子ども同士の遊びや多様な地域活動、自然との触れ合い、青少
年団体の活動への参加、ボランティア活動などの様々な活動や体験の場や機会の充実を図った。
平成に入りこれらの白書が出され、それらの影響を受けたであろう中教審は、平成２０年版学習指導要領
について、以下のことについて改善がなされた。
改正教育基本法等を踏まえた学習指導要領改訂
「生きる力」という理念の共有
基礎的・基本的な知識・技能の習得
思考力・判断力・表現力等の育成
確かな学力を確立するために必要な授業時数の確保
学習意欲の向上や学習習慣の確立
豊かな心や健やかな体の育成のための指導の充実xvi
については、読み・書き・計算などの基礎的・基本的な知識・技能は、例えば、小学校低・中学年で
は体験的な理解や繰り返し学習を重視するなど、発達の段階に応じて徹底して習得させ、学習の基盤を構
築していくことが大切との提言がなされた。この基盤の上に、の思考力・判断力・表現力等をはぐくむ
ために、観察・実験、レポートの作成、論述など知識・技能の活用を図る学習活動を発達の段階に応じて
充実させるとともに、これらの学習活動の基盤となる言語に関する能力の育成のために、小学校低・中学
年の国語科において音読・暗唱、漢字の読み書きなど基本的な力を定着させた上で、各教科等において、
記録、要約、説明、論述といった学習活動に取り組む必要があると指摘したxvii。
上記のことをもとに、改善の具体的事項として、特に生活科では、「作業的、体験的な学習や問題解決
的な学習を一層充実させることにより、学習や生活の基盤となる知識・技能を習得させるとともに、それ
らを活用して観察・調査したり、各種の資料から必要な情報を集めて読み取ったりしたことを的確に記録
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し、比較・関連付け・総合しながら再構成する学習や考えたことを自分の言葉でまとめ伝え合うことによ
りお互いの考えを深めていく学習の充実を図る。xviii」としている。また、実際の授業では、問題解決的な
学習などを一層充実させることについても言及している。
以上のことから、社会科における子どもの社会的な体験や経験が重視されるようになり、また、問題解
決（的）学習に対する期待も再び高まってきたと言うことが伺える。しかし、「なぜ経験や問題解決学習
が必要なのか」と言うことに対する理論は、学習指導要領その他の資料等からは読み取れなかった。
そこで、次章では、初期社会科で子どもの経験を大切にした問題解決学習を提案した一人である上田薫
の理論を中心にして、「なぜ経験が必要で、問題解決学習なのか」を、上田の「人間形成の理論」の視点
から考察していくこととする。
第２章 「社会科の初志を貫く会」の問題解決学習論の構造
本研究がここで初志の会を取り上げるのには、以下のような視点による。
戦後の日本において、問題解決学習をテーマに研究をした団体として、初志の会よりも前に、コア・カ
リキュラム連盟が１９４８年（昭和２３年）に発足（１９５３年（昭和２８年）に日本生活教育連盟と改称）、初志の
会は１９５３年（昭和３３年）に発足している。この二つの団体に代表される問題解決学習は、出発は同じ経験
主義ではあったが、その後の歴史的変遷の中でいくつかの異なった様相を見せるに至っている。最も大き
な違いとなったのは、コア連・日生連においては「問題解決」という場合の「問題」が社会的問題に集約
されていったのに対して、初志の会の場合にはあくまでも「子どもの直面する切実な問題」から出発して
いこうとする点である。日生連はそのため、１９６０年代半ばになると問題解決学習を実質的に放棄してしま
うxix。それゆえ、初志の会は設立から今日まで、その理念を絶やすことなく脈々と受け続けている教育団
体といえる。
しかも、第１章で述べたように、近年の社会科学習指導要領や中教審答申などから、子どもたちへの体
験的な学習、問題解決的な学習を推進するような動きが出てきている。これらのことから、上記の体験的
な学習・問題解決学習の出発点となった戦後初期社会科の理念を受け継ぐ初志の会の取り組みを取り上げ
るのは、示唆に富むと考えられる。
さらに、初志の会では、自らが行った授業実践について複数の研究者等で授業分析を行ない、次の授業
に活かす取り組みを精力的に行っているところに関心を覚えたからである。
以上のことより、本論文では、初志の会の取り組みを取り上げていくものとする。
第１節 「社会科の初志を貫く会」の問題解決学習論の概要
既に述べてきたとおり、初期社会科はその本質を問題解決学習に置いていた。その初期社会科の理念を
継ぐべく、問題解決学習を本質にしない社会科の成立に危機感を覚えた上田薫はじめ長坂端午、重松鷹泰、
大野連太郎の４氏によって１９５８年（昭和３３年）に初志の会は発足した。以下、初志の会の現在までの理念、
活動などについて整理し、初志の会の問題解決学習の実際をまとめていくこととする。
１節‐１ 日本における問題解決学習の蜂起と「社会科の初志を貫く会」
既に述べてきたとおり、日本における問題解決学習の成立背景については、第二次世界大戦後成立した、
昭和２２年版小学校学習指導要領社会科編（）及び昭和２６年版小学校学習指導要領社会科編（試案）の成
立背景から見て取ることができよう。
この初期社会科の主な内容は、以下の通りである。
社会科教育における人間形成論に関する一考察 ２８３
１、社会科は、児童・生徒を日本国憲法に則った民主主義社会の建設にふさわしい社会人に育てるた
めの、学校における中核的な教科であること。
２、社会科は、児童・生徒に社会生活を理解させるとともに、民主的で文化的な社会を創造し推進さ
せる態度や能力を育成する教科であること。社会生活の理解の上で特に重要であるのは、「人間性の理
解」（特に、基本的人権についての理解）である。
３、社会科は、社会科学、歴史学、地理学などの学問の系統に基づくのではなく、青少年が「実生活
の中で直面する切実な問題」や「青少年の現実生活の問題」を取り上げて、それを自主的に究明させる
ことにより、社会的経験を深め・広める教科であること。つまり、学問の成果それ自体を学ぶのではな
く、社会生活の諸事象を追究することによって、社会生活についての主体的で科学的理解を身に付ける
教科であること。
４、社会科の学習は、「なすことによって学ぶ」ことを基本とすること。すなわち、児童・生徒が先
生の話を聞くとか教科書を読むという方法で主に学習するのではなく、みずから調査したり、活動や体
験をしたり、それらに基づいて発表や討議をしたりする活動を中心とすること。xx
この二つの学習指導要領は、「問題解決学習」と明記してはいなかったものの、中心的な活動を問題解
決学習としていたことが伺える。
初期社会科の成立について、初期社会科の学習指導要領の作成者の一人である上田は、「戦前の専制的
な国家と封建的な家とを至上のものとし、人としての尊厳を主張することのできなかったような人間では
なく、自主的自立的な人間の育成が教育の責務である」とし、「戦後の日本では、過去とまったく質を異
にした民主的な社会を築き上げること、したがって教育においても、民主的な社会の建設に寄与し、その
進展に役立つ人間という、まったく新しい目標xxi」を目指し、その願いを指導要領に表現した。また、そ
の問題解決にとってもっとも重要なことは、子どもの生活に根ざした具体的な性格を持つものである、と
いうことである。
以上のことを整理すると、初期社会科は、戦前の教育を反省し、新しい民主的な社会を自主的自立的に
建設する人間の育成を目指す教科として発足し、自らがその解決を目指すための手段として問題解決学習
を採用した、とまとめることができよう。
そして、初志の会をつらぬく会の発足について、山根（山根、１９９６年）は以下のようにまとめている。
初期社会科の基本的性格を基に活発に研究された社会科は、米ソの冷戦体制による、自由主義勢力と社
会主義勢力の対立・その背景にあるイデオロギー対立の激化とその日本への影響により、早くもその存在
の危機に陥った。それは、自由主義勢力に加担する当時の吉田茂内閣・自由党・民主党と社会主義勢力に
加担する共産党・社会党・日教組・学者・学生の多数との対立に起因する。この対立の後、政府・文部省
は、日教組とそれを支持する教師、学者が及ぼす学校・教育および政治への影響を弱めるため、１９５４年に、
教員の政治活動を制限するための法律の改正と、学校や授業において、教師が現在の政府や政治を子ども
の前で批判することを制限する法律を強行採決し、文部省と日教組・教師の対立がさらに激化した。
この間、岡野文部大臣は、世間における児童・生徒の学力低下・愛国心と道徳心の低下・歴史的知識と
地理的知識の欠乏という教育への批判を背景に、１９５３年、社会科を廃止することを諮問するが、教育学者、
教師などの強い反対を受け、社会科は存続されるようになったが、社会科の中である程度系統的に地理学
習と歴史学習が行われるようにするという答申が出され、社会科の教育課程の編成は、学問の系統に基づ
くのではないという社会科の基本的性格のひとつが弱められることとなる。
その後の１９５７年、松永東文部大臣が教育課程審議会に教育課程の改善について諮問した際、「道徳の時
間の特設」を１９５８年に認める答申が出た。道徳（特に徳目）を児童・生徒の実際の生活や社会生活と切り
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離して指導する道徳教育が出現することとなり、知的なものと実践的なものを一体のものとする社会科の
基本的性格のひとつがまた弱められることとなった。また、この年に改訂・発表された学習指導要領は、
「試案」ではなく官報告示という形式を取り、文部省は、学習指導要領における記述のすべてに法的な拘
束力があるという見解を取った。これにより、教師や学校における教育課程の自主的な編成が制限され、
教科書検定の強化も進むことになったxxii。
このように、発足した当初の社会科の基本的なあり方が文部省などから無視されたり破壊されたりした
ため、その初志を守るため、長坂端午、重松鷹泰、上田薫、大野連太郎の４氏によって１９５８年に初志の会
は発足したのである。今現在でも、上田は初志の会名誉会長として、その影響力は大きい。
１節‐２ 「社会科の初志を貫く会」の教育理念
このような状況で発足した初志の会は、注入主義・系統的知識の強調の否定、徳目主義的な道徳教育に
疑問を持つことxxiii、などの理念を持つ教師を求めた。そして初志の会とは、「新しい民主的な社会を主体
的に創造する人間は、子どもの切実な問題解決を核心とする学習によってこそ育つ」という、１９４７年（昭
和２２年）に新設された社会科の考え方を指しているxxiv。山根によると、戦後の初期社会科は、日本国憲法
に則った民主主義社会を建設するための教科であり、民主的で文化的な社会を創造し推進させる態度や能
力を育成すること、また、系統学習ではなく、各個人の実生活上、解決しないではいられない問題につい
て自主的に究明すること、各人の経験を主体とした活動を中心とすることを理念とするとまとめることが
できるxxv。
今現在、初志の会では、子どもの切実な関心と強靭な意志に基づく主体的な問題解決学習の重要性を意
識し、社会のよりよき変化を求めて創造的に生きる力の育成を目指し、社会科授業のみならず、すべての
学習・生活指導において子どもが中心となる教育を目指し、一人ひとりの子どもを一人の人間として尊重
し、広い視野から主体的に考え、行動できる子どもに育てることを主軸にし、活動を続けているxxvi。
これらのことから、初志の会の目指す社会科授業は「子どもたちの切実な問題解決を核心とする学習」
すなわち問題解決学習ということになる。この初志の会における「問題」とは、あくまで子どもたちの切
実な問題であり、その切実な問題は、子ども自身および地域の社会生活についての実際的な問題も、人間
としての生き方・あり方についての問題も、国や世界が直面している問題も、社会事象の因果関係につい
ての知的な問題も含まれている。そして「解決」は、解決しようとする方法や方向を子ども一人ひとりが
模索し、それらの違いと正しさについて子どもたちが話し合い、互いに納得のできる解決の方向をギリギ
リのところまで求めるということである。以下、初志の会における問題解決学習をまとめる。
１節‐３ 「社会科の初志を貫く会」の問題解決学習における「問題」論
問題解決学習における「問題」は、単なる疑問ではなく、単なる疑問には存在しない奥行きの深さを備
え、また、知的で実践的なものであると上田xxviiは説明する。
その上で上田は、「問題」となりうる基本条件として、以下の３つを挙げている。
視野：子どもの視野の中にあるべきものである。ある子どもが気付くことのできないものを、その子
どもの問題とすることは不可能である
正対：視野の中にあるとともに、子どもがそれとむかいあい、対決しているものこそ問題である。子
どもが要求をもち、それがはばまれているものこそ問題である。
未解決性：子どもは対決した問題の解決に努力するけれども、実は問題を解決しきるということはな
いのである。追究は、つねに新しい視点をひらき、問題は発展してきわまりないのである。
、、、、、、
´問題解決学習の問題解決：かならず未解決の解決であり、解決という未解決である。
問題解決は、いかなる方向に向かっても自由にことがら関係を追究していけるということにこそ価値が
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あり、本質がある（傍点、上田）。xxviii
さらに、「子どもにとって具体的であり、生活の上での切実さをともなったものが問題となりえる。ま
た、問題は生きているかぎり、しだいに変化し発展していく。“解決”についても、大人でも、専門家で
、、、、、、
も解決できないようなものを子どもが解決しきれることはない。ゆえに、解決とは未解決の解決なのであ
る。一応解決したかにみえても、つぎつぎと疑問が生じてこそ“解決”は生きるのである」と上田は述べ
ている（傍点、上田。）xxix。
これらのことから、問題解決学習における「問題」とは、「子どもが見つけることができ、真正面から
向き合って解決に挑み、一旦は解決しても、新たな疑問がわきあがってくるような問題」とまとめること
ができよう。
１節‐４ 「社会科の初志を貫く会」の問題解決学習論の真髄
問題解決学習には、おおまかな共通点はあるが、一定した定義はない。そこで、初志の会を代表する研
究者、実践者が論じているいくつかの問題解決学習の定義等を挙げ、本論文での問題解決学習の定義づけ
を行なう。
「子どもが直面している問題を解決することを通じて、子どもたち自身が自らの経験や知識を再構成
して発展させようとする」学習方法である。日本に問題解決学習という言葉が使われ始めたのは戦後、
GHQの指導下における、超国家主義、軍国主義の教育を払拭し、新しい民主的な社会をつくるための
教育を模索した中でたどり着いた「社会科」の中の一学習方法である。デューイの教育思想やその他の
心理学的な成果による影響が大きいxxx。
「問題解決学習」は、子どもたちに「自ら学ぶ」という学習活動の「経験」を遂げさせることをねら
いとした学習活動である。それには、子どもの「問題」に対する切実性とコミュニケーション能力の向
上が必要であるxxxi。
初志の会の目指す社会科授業は「子どもたちの切実な問題解決を核心とする学習」すなわち問題解決
学習ということになる。この初志の会における「問題」とは、あくまで子どもたちの切実な問題であり、
その切実な問題は、子ども自身および地域の社会生活についての実際的な問題も、人間としての生き方・
あり方についての問題も、国や世界が直面している問題も、社会事象の因果関係についての知的な問題
も含まれている。そして「解決」は、解決しようとする方法や方向を子ども一人ひとりが模索し、それ
らの違いと正しさについて子どもたちが話し合い、互いに納得のできる解決の方向をギリギリのところ
まで求めるということであるxxxii。
問題解決学習が望むことは、それぞれの子どもがそれぞれに意味のある形で知識を獲得していくとい
うことである。問題解決学習の特徴をあえて挙げるならば、「狭く深くはいってしだいにひろがる」こ
とになる。問題提起は具体的に焦点的におこなわれるために、いかにも狭く特殊に見えるが、そうであ
ればこそ対象に深く突き刺さり、根をひろげることができるxxxiii。
問題解決学習における問題の構造の中身
・何に対する問いかという「内容に関する」もの
・何を媒介として問いかけているかという「教材に関する」もの
・何に向かって問いかけているかという「立場に関する」もの
この３点が基本的な問題解決学習の「問い」の主柱になる。これを明らかにしていくことが、問題解
決学習に近づく道筋であるxxxiv。
これですべてではないけれども、以上のことから、本論文における問題解決学習の定義を、「子どもの
経験に即した切実な問題からはじまり、自ら追究し、進んで疑問を解決していこうとする学習活動」とす
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る。
第２節 「社会科の初志を貫く会」の授業分析法
初志の会の会員の授業では、学級の「子ども」は総体としてではなく、一人ひとりが異なるものとして
「個」としてとらえられる。そして、授業実践をビデオ等に記録をして、文字起こしをする。その文字起
こしをしたものは、授業記録と呼ばれ、その記録と、教師が日々の学校生活の中で一人ひとりの子どもた
ちと接していて何か気になったことや子どもの変化などを書き留めたカルテと呼ばれるもの、教室の座席
通りに配列した座席表に、授業の中で出た子どもの意見や感想などを記入し、授業における子どもたちの
関係を見て取れる座席表をもとに、数人の研究者及び教育関係者で分析をする。教師はクラスの中で一人、
抽出児と呼ばれる子どもを設定し、その子を中心に授業について、抽出児及び周囲の子どもの変化等につ
いてピアカンファレンス的な検討会を行う。このように、初志の会の授業分析では、子ども一人ひとりを
詳しく見ていくため、その授業記録では、発言した子ども一人ひとりの名前がわかるように記録される。
初志の会の実際の授業記録などを用いた分析については、次章で扱うため、本章ではあくまで、具体的
な分析の方法論に言及するのみとする。
２節‐１ 授業分析の方法論
初志の会の授業分析では、指導案はあまり使用されない。その代わり、授業実践をビデオテープなどに
撮影し、授業中の教師および子どもたちの発言を文字に起こし、その授業記録をもとに、子どもたちの変
容や教師の手立ての有効・無効などの議論を行う。以下はその授業分析にかかる手順である。
１．授業（会議等）に参与観察をする。ビデオ等、及び録音機材に収録する。
２．「テープおこし」をして、発言記録集を作成する。
３．関係の専門家集団（５人～１０人程度）で発言記録を分析する。
（ピアカンファレンス／日常のカルテ、及び学習シート等も参考にする。）
・抽出児や教師等の個に限定・焦点化し、集団との関連性を論じる。
・子どもの「学び」と授業原理（教師の目的）とのズレに注目する。
・経営的な職員会議の場合は、管理職・主任層を中心に抽出する。
４．ピアカンファレンスをビデオ等、及び録音機材に収録する。
５．ピアカンファレンス「テープおこし」をして、発言記録（第二次）を作成する。
６．発言記録（第二次）を参考にして、実践者と研究者との間主観によって再分析するxxxv。
初志の会の授業分析においては、学級の中で特に注目して変容を見ていこうとする抽出児が設定さ
れxxxvi、ピアカンファレンスではその抽出児の変容を中心に議論が行われる。さらに、授業記録だけでは
なく、教師が日ごろから書き記していた子どもたち一人ひとりのカルテ、授業の座席表を用い、抽出児自
身および抽出児を中心とした子どもと教師、子ども同士の関係の変化、構築を見ていこうとするのが、こ
の初志の会の授業分析のあり方である。
２節‐２ カルテ・座席表の役割
カルテや座席表は、上田薫らによって設立された初志の会で実際に用いられている子どもを理解する、
子どもをとらえるためのツールである。ここでは、初志の会でのカルテや座席表について説明し、子ども
をとらえるために重要な役割を担うことを示したい。
カルテとは何か
カルテとは、医者が患者の状態を記録していくカルテと同様、子どもの日々の生活の中で教師が気になっ
たことを書き留めていく記録である。しかしこれは、学籍簿でも通知表でも身上調査書でもない。「一人
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ひとりに即す」とか、「一人ひとりを生かす」という授業主張を実現するためのツールであり、子ども一
人ひとりの理解のしかたそれ自体を追い、記録していくことがカルテの目的である。その理解のしかた（も
のの見方、考え方、日常生活の中での判断のしかた）こそ、子どもたちが形成していくべき能力であり、
教師の仕事はそれを授け促進させることである、と上田は言うxxxvii。
２００８年８月、筆者は「初志の会全国集会」のテーマ別分科会「カルテ・座席表」に参加した。そこで行
われた議論の内容をカルテについて整理すると、以下のようにまとめることができる。
・カルテは教師自身にとっての切実性によるもので、子どもをその時点毎の「点」で記したものである。
その「点」と「点」を繋げ、線にするときに解釈を行うものである。つまり、「時間軸」で子どもを
とらえていくツールである。
・カルテはあまりたくさんのことを記述するのではなく、教師の予測と食い違ったものを見つけたと
き、つまり「おやっ」と思ったときに少しだけ、かつ具体的に書き記す。
・教師が目の前の子どもについて何か気付いたときにとる記録なので、日付が飛んでも問題ない。必要
なことは記録を取り続けることと、３‐４個記録が溜まれば、それを解釈していくこと。
・カルテに記入するのは教師自身が担任しているクラスのことなので、ある程度の形式を守れば、どの
ように使ってもよいし、何を書いてもよい。
・数個溜まったカルテを解釈するときは、「こういうことかな？」と考え、その子を継続して見つめ続
けることが大切である。解釈はあくまで教師による子どもの見方の仮説である。
・カルテは授業に利用するために用いるのではない。カルテで見えてきた子ども像を授業で活かすよう
にすべき。カルテをつけることで、「ここができたらいいな」という子どもに即した具体的な目標を
たてることができる。
このカルテを取り続けることにより、子ども一人ひとりの性格や考え方、その子のもっている問題意識
などをとらえることができる。
座席表とは何か
座席表とはその名の通り、教室の机の配置、子どもの氏名を記入した表である。この状態を白紙座席表
と呼び、そこに子どもたちの様子などを記入していくのである。前述のカルテと同様、初志の会の「カル
テ・座席表」のテーマ別分科会における座席表についての議論を整理すると、以下のようにまとめること
ができる。
・座席表にはまず、記録を取る日時を記入し、授業の記録を取る場合は授業のテーマを記入する。そし
て子どもたちの授業に対する反応を記す。そうすると、授業中の子ども同士のつながりが見えてくる。
つまり、子どもたちを授業の中という「空間軸」でとらえることができる。
・座席表を授業以外の、毎日の子どもの記録として使うこともできる。この場合、クラスの中にも教師
がよく見ている子どもとそうでない子どもが出ること、つまり教師の観察にムラがあることがわか
る。それにより、より一層子どもを満遍なく見て取る意識が生じる。
・座席表は校内研修で使うこともできる。
カルテは「時間軸」で子どもをとらえていくことができるツールであり、子ども一人ひとりの記録集で
ある。これに対し座席表は、授業が行なわれている教室という「空間軸」で子どもをとらえていくツール
であり、学級全体の中で子ども同士の関係性を見て取れる記録集である。時間軸で子どもの変化や個性を
とらえ、空間軸で交友関係や影響を受け易いと考えられる子どもとの関係などをとらえることが可能にな
るであろう。そして、子どもが何に、どんなことに「問題」を抱えているのか、あるいはその子にとって
「問題」になりえることはどのようなことなのかを推測・仮説立てすることが容易になると考えられる。
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以上のことから、問題解決学習を構成する際に核となる、子どもにとっての「問題」の設定には、カル
テや座席表による子どものとらえが重要な要素となるといえる。
第３章 社会科教育論と人間形成論
第１節 社会科認識教育論の本質的考察
社会科教育論、及び問題解決学習論から考察する人格形成論について論じる際に、後述する社会科初志
の会と対概念として捉えられる社会認識教育の特徴を踏まえる必要がある。教育科学研究会社会科部会の
『社会科教育の理論』をベースに再整理すれば、社会認識的な社会科教育論には、以下の特徴があるとす
る。
 社会科を「社会科学を教育する場」ととらえていること。
 その「社会科学」は主に「マルクス主義社会学」であること。
 児童生徒に伝達するべき教育内容は、児童生徒の発達段階を考慮するにしても、児童生徒の興味関
心よりも、「社会科学的に明らかになったものの中から、児童生徒が理解できそうなもの」を系統
立てて指導すること。
これらの特徴に加え、他にもａ）「社会科は、他者に対し自分が獲得した知識等を科学的に説明する教
科であり、概念的説明的知識・理論に基づく系統的な学習によって成り立つ。」ｂ）「学習者である主体に
社会科学者の目を養い、自らの社会認識を発展させることが重要であり、そのような社会科授業を組織す
るためには、科学の研究成果である概念や法則などを教育内容とし、教材とは明確に区別する必要があ
る。」ｃ）「第二次大戦後の新社会科学を排除するわけではないけれども、マルクス主義に依拠した社会科
学認識を、系統立てて教授することが社会科の役目である。」ｄ）「マルクス主義にのっとった系統学習に
おいて、抽象的な概念から具体的な概念理解をめざす。」ｅ）「学習者個人の人間形成に対してではなく、
日本国を担うことができるような社会認識を教授することによって子どもを育てることに主眼を置いてい
る。」等が挙げられ、社会認識を重視する社会科教育論の特色は次のように要約できようxxxviii。
「根本理念をマルクス主義社会学にもち、社会の出来事を科学的に批判したり評価したりしながら認識
することを通して公民的資質を身に付けさせる教育であること。また、教育内容は具体的なものから抽象
的なものへと系統的に組まれ、その結果として、学習した内容である社会的事象を相手に説明できるよう
になることで一応の達成をみる教育であること。」
更には、以下の特徴も付加的に論じられている。
「科学的な知識と批判力こそ民衆の未来の解放と幸福を作り出す源泉である。」「子どもたちは学校教育
で正しい科学的な知識を学ぶ権利を持っている。」「教育内容を科学と結合させることが子どもたちに実生
活を切り拓き、現代的課題に応えていけるような主体的な実践力や態度を結果として生み出していく。」
つまり、単なる一教科に過ぎない社会科教育論であるが故に、これは社会科学の教授を目的とすべきで
あり、実践的な態度・能力はその結果として期待されるべきであると、その教科（社会科）教育論の本質
は総括できるのではなかろうか。
社会認識学派が科学と教育の結合を主張するのは、それが近代教科の成立と発達の歴史から学ぶことが
できる教科教育の原理であり、また、権力が最も畏れる批判点であるからであった。教育科学研究会社会
科部会では、「社会科学の内容を社会科学の体系に依拠して編成する」ことを根本原理に置いている。マ
ルクス主義社会科学では歴史・社会の総体の科学的認識が可能であり、認識されていると考えるので、科
学が明らかにした知識体系の伝達こそが肝要であり、そこに重点が置かれることになった。
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そこで、前述の観点を踏まえて社会科教育論と人間形成論との関係性を再考察する際に、例えば、岩田
によれば社会科教育論の本来的な目的とは、端的には「科学的な事実判断ができ、合理的な意思決定ので
きる子ども」とし、事実判断に関わるものを「社会がわかる子ども」、価値判断に関わるものを「論争問
題を考える子ども」と設定して論を展開している。
前者の「社会がわかる子ども」とは、豊かな情報と事象を見る概念装置をもっている子どものことであ
り、以下のように自分の経験した社会事象を自分の中にある概念をもとに切り取り、認識できるような子
どものことを意味している。
「われわれが普通『事実 fact』と呼ぶものは、実は『概念 concept』によって経験的世界から切り取られ
た、現実の一部に他ならない。われわれの認識は完全な鏡のように、現実世界を写し出しているのではな
い。われわれが現実に行っている認識は、われわれの持つ概念に導かれて、絶えず変化する経験的世界の
一部を、辛うじてつかまえると言う仕事なのである。その意味で『概念がなければ事実もない』というこ
とができるのである。人間の認識の過程は、まことに主体的かつ積極的な過程であると言う他はな
い。xxxix」
後者の「論争問題を考える子ども」に関しては、社会科で育てる理想的な子ども像には、前述の子ども
像だけでは不十分であり、民主主義社会に生きる価値判断ができる子どもであることが必要であるとす
る。つまり、合理的意思決定のできる子どもである。
ここでいう価値判断とは、環境問題に代表されるような論争問題に対して、自分の立場を明確にし、合
理的に意思決定する技能や能力のことであるが、これまでの社会科教育論では、自分自身の価値判断を持っ
たり、それを表明したりする場が十分には設けられなかったことに対する批判意識も内包している。
そこで、それらの観点に対応する授業のかたちとして、二つの方向性を示すことが可能である。一つは
「自ら追求する学習」、もう一つは「体験・経験を重視する授業」である。
子どもが「自ら追求する学習」を社会科で構築するためには、「学んだことが役に立つ」、「学ぶこと自
体が楽しい」といったことが実感されなければならない。このことを実現するためには、以下の三点が単
元展開の必要条件であると岩田は述べている。
１ 社会事象の追求から世界が見えてくることを実感できること。
２ 社会を見る概念装置を作り上げることの有効性を認識できること。
３ 価値選択の場にたって、学んだことを総動員してくることの重要性を実感できることxl。
この３点を実現できる授業論は、具体的事象を追求して概念装置を作り上げていく概念探求過程と身近
な問題を論争していく価値分析過程の両者を、組み合わせていくことによって可能となる、という。
一方、「体験・経験を重視する授業」について、体験・経験の欠乏が学習を不成立にしていること、及
び、体験の持つ総合性が重要であることを挙げている。これらのことは、現在の子どもたちは様々な社会
事象に対しての実体験が少なくなっており、そのことで、社会科の学習内容に対しても、経験に根ざさな
い、うわべだけの言葉で物事を判断したり、偏った見方をしてしまう子どもが育ったりする可能性がある
ことに対する警鐘といえる。単なる体験だけでは学習へのかかわりはなく、体験したことを「反省（reflec-
tion）」し、「経験」に発展させる学習を展開することが重要と述べている。しかし、人間形成論との明確
な関係性についての論考については、十分とは言い難いものがある。
第２節 社会科初志の会・上田薫の人間形成論
次に、人間形成論における「人間」とは何であるか。それは、その人物を物語る上での、性格・知性・
能力・人格などのすべての要素を含んだものであるといえる。本節では、そのうち、「学校教育における
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社会科授業において形成されるであろう『人間性』」について諸論をまとめ、追究していくものとする。
上田は、人間形成の鍵は、「人が主体的に考え、行動する際に必要となる自己統制力xli」とする。その
自己統制力を養うには、正しく知識を獲得することが重要であるとしている。それでは、その「知識」と
はどのような性質をもつのか。上田の知識に関する理論をまとめると、おおよそ次のように言えるだろう。
一つの知識は、自己変革につながる要素として自分自身の中に、自分で納得する形で取り込み、その知
識自体も、必要に応じて変化させていく（これを「応用」という）ことが求められる。また、教師は、知
識をそのように「変革しうる」ものとして子どもに伝え、考えさせなければならない。そうするためには、
教師自身、知識の性質を理解し、知識は絶対（動くことはないもの）ではなく相対（動くもの）であるこ
とを意識しておかなければならない。そうして子どものなかに得られた動く知識は、普遍的な知識となり
うるのである。
本節では、上田（上田１９７４、１９７６、１９９２）の著作をもとに、上述した課題にアプローチする。
２節‐１ ミニマム・エッセンシャルズ論の考察
知識はどのようにして成立するのか。その根底には、どのような知識を子どもに与えるのかを検討しな
ければならない。ミニマム・エッセンシャルズとは一般的に、教育の場で教育すべき基礎・基本と言われ
ている。過去のことでいうならば、３Rsに代表されるものであり、子どもが身につけるべき基礎・基本
の知識・能力・態度などのことである。ミニマム・エッセンシャルズは、いうまでもなく子どもがそれを
獲得することを前提としているため、子どもが教師の注文通りにとらえうるかということも、きわめて切
実な問題である。そのミニマム・エッセンシャルズは誰にでも必要なものであるからである。
ミニマム・エッセンシャルズとして子どもに獲得される知識については、その知識がその具体的な場面
でのみしか使えないようなものではなく、他の学習内容と連関させ、あらゆる場面で、子ども自身が、既
存の知識からその場の問題に対して解決策を見出すことができるような知識が求められる。
上田はこのような知識を、「動く知識」「動的な知識」などのように定義するxlii。
２節‐２ 知識論の考察
上田によると、学校現場では知識についてしばしば次のような前提が見えるという。それは、教科書な
どにある知識体系を不動の（動くことのない）真であるという前提。またとくに教育の面を加えていえば、
そのような不動の真は、そのまま子どものなかへ移し入れられるという前提。そしてそのような知識体系
は、現実のなかでも無条件に整合的に働くという前提。このような前提は、人々の思考を萎縮枯渇させ、
その前提を絶対的なものとして受け取らせる恐るべき傾向を持つ。このような前提に立つ知識は、理解へ
とつながることはなく、単なる記憶にとどまる静的なものにすぎないというxliii。
真の知識とは、具体的な経験のなかで直面した切実なる問題場面において、既有の知識を、初めて見る
目の前の具体的な問題場面を解決するために自分自身で応用させて用い、その問題を解決することができ
るような一つのところにとどまることのない「動く知識」「動的な知識」なのである。
ところが、人は、知識を無造作に保有することのできるものと考える傾向がある。この場合、人が何か
あるものを保有するとして、そのものの性能、保存の仕方について無知であり、そのものの活用の仕方を
知らないならば、それは単なる形式上の保有と言うことになり、無意味なものとなってしまう。ともすれ
ば、保管場所をとられ、自分の生活空間を狭めるだけになってしまい、保有者にとってはマイナスになる
こうことがあるように、動くことのない静的な知識をただ闇雲に詰め込んでみても、本人にとってプラス
になることはないのである。
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２節‐３ 動的相対主義論の考察
これまで述べてきたように、子どもたち一人ひとりに必要となるべきミニマム・エッセンシャルズに
よって獲得された「動く知識」は、正当に評価されるべきであると上田は言う。その点で、学力について
上田（上田１９７４）の論をまとめると、以下のようになる。
学力とは計測可能なもののみを学力ととらえるのではなく、各々の価値観と結びつけて考えるべきもの
である。計測可能なもののみを学力とする立場では、その学力の働き方に無関心であり、計測できる学力
と計測できないものとの結びつきに関しても無関心である。しかし、形成されたものは転移しなければな
らない。もし転移ということがないならば、子どもは教えられた内容をただ断片的に孤立させて保持する
ことができるにすぎない。それでは知識はいわば点の散在に過ぎず、子どもはそれらの点にたまたま触れ
たときだけに反応しうるにとどまるだろう。
教えたことをそのままの形で問う評価があれば、それは評価とはなりえない。教えた内容は子どものも
のとなると同時に、その子どもなりの知的体制のなかに個性的な形で組み込まれ、内容自身変容させられ
る。いつまでも元のままの形で残存しているならば、それは記憶であっても決して理解ではないのであり、
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、
この意味で動かないもの、変容し転移しないものは学力ではないといってよい（傍点・上田）。
ここでいう転移とは、応用のことである。学力の程度とあり方を物語る際には、「各々の教科の得点の
平均点がいくらか」ではなく、「どれだけ応用がきくか」ということを論じることが必要であり、そのた
めには、「学力を明らかにするとは、ある面がこうであり、また別の面はこうであり、そのあいだにどん
な連関があるかを究めることである。xliv」という追究が求められる。
そして、「今日正しい知識も、翌日新たな発見によりかならずしもその正確さの保証をもちつづけると
は限らない。知識は自己自身を個性的に発展させる力を持たなければならない。つまり学力とは、自己変
革が可能になってはじめて本来の意義を発揮するものである。xlv」と上田はまとめる。このように、知識
は絶対ではなく相対であり、静的ではなく動的であるとする考えを、「動的相対主義」と上田は定義付け
る。
２節‐４ デューイにみる上田の道具主義論
以上にまとめた上田の理論は、アメリカのＪ．デューイの理論と類似点が多い。
例えば、道具主義についてである。以下、藤田（藤田、２００６年）によるデューイのまとめによれば、人
間は日常生活に置いて困難や障害に直面したとき、それを自分の力で解決し克服しようとして思考をはじ
める。この思考は、自分のおかれている状況と具体的事実についての観察によって、たえず訂正されなが
ら進められなければならない。この観察は直面してる状況を明らかにし障害の原因を知らせるだけでな
く、将来についての推測や予想をともなう。こうして人間は直面している状況を理解し、これを改良する
ためにいかに行動すべきかを考慮し、計画し準備することができるようになる。
しかし思考は、それが実際の結果によって確かめられるまでは不確実なものである。したがって知識・
概念・理論は、事柄を処理するための手段としての「仮説」であり、それらは使用を通じてたえず変化・
発展していくものである。つまり、知識・概念・理論は、私たちが日常生活の中でぶつかる様々な困難や
障害などをとりのぞくための「道具」なのである。
知識や理論などの価値は、道具というものがそうであるように、それら自体のなかにあるのではなく、
それらが実際において使用された結果の有効性にあるのである。ある理論を用いて仕事に成功するなら
ば、その理論は妥当するし、真である。仕事に失敗したり、混乱が増したりするならば、それは偽である。
このように、真とか偽とかいうのは、知識や理論が特定の状況においてわたしたちの行動をどのように導
くかということから決まってくる。このことを「道具主義」というxlvi。
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こうして、デューイは知識や理論を行動から切り離して抽象的にとらえることに反対し、哲学的真理を
知ることが人生における最高の意義であると考える主知主義の伝統から離脱した。そして、「真理は人間
が行動を通して創造するものであるとして、人間の創造的自由の重要性を強調」したxlvii。
また、民主主義と教育の関連については、民主主義の原理とは、社会の全員が成長するために、各人が
互いに自由に交流し、意見を交換し、互いに協力して科学的に問題を解決することである。そこでは自由
と平等の原理だけでなく、寛容と同情の原理が重んじられる。デューイは民主主義の原理をこのようにと
らえ、民主主義社会を実現することに教育の課題と方向性を見出した。
同じく藤田によるデューイのまとめによれば、教育とは人間の改造を意図する社会機能であり、その目
的は民主主義社会の実現にある。しかも教育は、みずから民主社会に向かうものであって、教育以外のい
かなる外的権力にも属するものではない。そして教育とは、何らかの手段として存するものではなく、教
育課程そのものが目標であり、教育課程とは絶えざる改正・改築・改組織である。また学校とは、生徒が
暗記と試験によって受動的に学習する場ではなくて、生徒が自発的な活動をいとなむ小社会である。生徒
の生活や興味から出てくる問題を、教師の指導によって、整理し系統づけ、それを解決する方法を探究さ
せて、その過程で知識と道徳を体得させる問題解決学習を提唱した。生徒はこのような教育を通じて、自
主的態度と責任感を持つようになり、将来社会の民主化に貢献する人間になることができるのであるxlviii。
こうしてデューイは、教育こそ、平和、民主主義・経済的安定という目的を確保することを可能にする
ものだとし、それはつねに民主主義の信念につらぬかれていなければならないことを強調した。
上田の唱える知識論とデューイの唱える道具主義は、上田の知識論の知識を、目前の状況によって、既
知の知識の中からどの知識をどのように使うか、と言うように考えた場合、その知識はいわゆる道具であ
り、問題が解決したならばその知識は真であるということがいえる。デューイの言う道具主義と照らし合
わせると、そこで問題が解決したならば、その道具は真であると言うことになり、両者の考えは非常に類
似していると言うことができる。デューイの教育観についても、教育の価値を民主主義の創立に見るとい
う点は、第１章の社会科の理念にも見られ、こちらも同様に類似していると見ることができよう。
終章 授業における人格形成論 －社会科教育が育てる子ども論－
前節では、第二次大戦後の初期社会科の学習指導要領を作成した一人の上田の人間形成論についてまと
めた。これからは、上田以外の論をまとめ、一般的にも人間形成論は重要であること、授業における人間
形成の可能性について追究する。
１節 授業の管理主義・道徳主義論
まず、子安xlixは、人格について、「人間の行動を規定する思想・信条・規範」と定義して論を進めてい
る。そのうえで、現在行われている学校の授業のあり方とそれにより形成される人格について、二つのこ
とをまとめている。一つは、道徳主義化する教科教育とその影響、二つは、管理主義的授業とそれで育つ
人格である。
前者は、第二次大戦後、教育の民主化の中で主権者としての国民を形成するためには、真理・真実を教
えることの重要性が確認された戦後においても、特設「道徳」の設置や社会科などを中心に天皇を中心と
した「公民」の形成を意図した教育への転換がねらわれ続けてきた。特に、１９８９年に告示された学習指導
要領は、教科のなかに、国家主義的道徳を従来とは比べものにならないほどに挿入してきている。たとえ
ば、社会科や音楽の中での「日の丸」「君が代」の強制、社会科で扱う人物を東郷平八郎などと指定し、
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日本の侵略戦争を合理化させようとしてきていることなどがそれである。
こうした教科の道徳主義化は、二つの問題点を持っていると子安はまとめる。一つは、真実を覆い隠し
ていることである。もう一つは、個人の思想・信条の自由を授業が侵していることである。これらのよう
な教科内容の道徳主義化が、「国際化」に対応するというスローガンのもとに強行されつつある。真実を
知らされず、特定の信条へと駆り立てられる道徳主義化が行われているという。
次に、後者の例である。管理主義的な授業で育つ人格は、敵対的ないつもイライラした人格を作り、知的
退廃を生み出すことになる。それは、（戦後の高度経済成長期は）授業が企業戦士を育成するための人格
形成を推し進める場となっていたからである。企業戦士を育成する授業は、能力主義といわれる現在の教
育と深く結びついている。能力主義の教育は、「落ちこぼれ」を生み切り捨てるシステムである。子ども
たちは、いつ自分が「落ちこぼれる」か不安の中で学び、生活していた。能力主義的な受験戦争のなかで、
子ども相互が敵対的な関係におかれ、他人の「できなさ」を冷ややかに眺めたり、喜ぶような人格が生み
出された。このことが日常の授業にも反映し、これと管理主義教育が結びついて、子どもたちを知的退廃
へと導いたという。
能力主義と結びついた管理主義的な授業は、次のことを特徴としている。それは、すべてが実務的に進
行することにある。受験に必要な知識や技能が効率的に伝えられ、子どもたちには暗記と教師の説明の正
確な再現が強要されるのである。子どもたちは、質問することさえ許されない。自分の頭を使って自主的
に考えたり、探求してみるということから遠ざけられるのである。
したがって、疑問やつまずきを経ないで知識を丸暗記してきているために、自分の行動選択のための知
識とならないのである。授業で受け取った知識は、受験用であり、一つの情報にすぎず、時間が経てば価
値がなくなってしまっているのである。
学習指導要領を作成した側の人々は、現代の子どもたちが道徳的な退廃をしてきていると主張し、道徳
的要素を教科の中に持ち込んできている。しかし、今重要なことは、能力主義的教育と管理主義的授業を
根本的に改め、子どもたちに真理と真実を多様な認識の交流を通して獲得させるようにしていくことなの
である。
２節 教科内容と人格の形成論
授業は何よりも真理・真実を伝えることを使命としている。このことこそ重要である。そして、真理・
真実を伝えることこそ、最も人格形成的なのである。授業で伝えられる教科内容が、真理・真実であれば
あるほど子どもたちの人格形成に作用するのである。授業で伝えられる教科内容は、人格の中核である、
ものの見方・考え方や行動の仕方の構成要素になるのである。これが、授業における人格形成の第一の側
面なのである。これは、獲得される知識や技能が総合され、概括されるならば、ものの見方・考え方とな
り、実際の行動を規定していく規範になるということである。
人格の中核をなしているものの見方・考え方（世界観）は、本来、生活・学習のなかで獲得した知識や
経験の中で形成されている。このものの見方・考え方の特質は、ある対象についての個別的な知識と言う
のではなく、人間の行動を規定するような政治的・世界観的・道徳的な見解と言う点にある。逆に言えば、
自己の行動を選択していく際の基準となるような見解を、ものの見方・考え方という。
ものの見方や考え方は、あくまでも見解であるため、そこではつねに事柄の真偽が問題になる。その意
味では、伝えられる教科内容は、現実を正しく反映した真理・真実でなければならない。正しく反映して
いない教科内容は、現実の前で無力であり、人間の行動を誤らせることになるからである。こうした理由
から、教科内容が真理・真実であればあるほど人格形成的だというのである。
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また、これらの説明からも明らかなように、真理・真実が人間形成的であるためには次の二つが必須の
条件となる。
一つは、総合・概括を行うということである。見解は個別の知識ではなく、個別の知識を総合・概括し
たなかでつくられるのである。なぜなら、個別的な知識をただ多く持っているだけでは、行動に見通しを
持つことができず、実際の行動が引き起こされないからである。授業は、教科内容の節目ごとに子どもた
ちに総合・概括を迫ることが必要となる。子どもたちに知識を体系化させる働きかけが不可欠なのであ
る。
二つには、見解に対する立場をとるという問題である。行動を規定する規範と言うのは、その見解に対
する立場なのである。人間に一定の立場をとらせ、一貫した行動の仕方をとらせるものが規範なのである。
一定の政治的・世界観的・道徳的立場を取るからこそ、人間は、さまざまな状況の中で一貫した見解を持
ち、一貫した行動を展開していくことができるのである。
３節 社会科教育における意思決定
子どもの「人間性」を見るときに重要となってくるのが、その子が物事をどのようにとらえ、またどの
ように判断するのか、そしてどのような行動を起こすのか、と言うことであろう。その点で、「意思決定
力」の育成は、「子どもの人間形成」に深くかかわることである。以下、社会科ではどのような「意思決
定力」の育成ができるのか、または必要なのかについてまとめる。
小原は社会科で育成していくべき公民としての資質を、「合理的な判断を行い、適切な社会的行為を選
択していくことができる能力l」としている。そのような能力が必要な理由として、現代社会が直面して
いる課題、あるいは今後直面することが予想される課題のほとんどは、価値観の違いによって解決策が分
かれるような、それゆえ合理的な解決が困難な問題ばかりであるからだ、という。そして、「適切な社会
的行為を選択していく」ために必要となるのが「意思決定力」であり、それを小原を参考にして次のよう
に定義できよう。
「意思決定力とは、問題場面での自己の行為を科学的な事実認識と反省的に吟味された価値判断に基づ
いて選択・決定するために必要な能力であり、目的・目標を達成するために考えられる実行可能なすべて
の行動案（手法・方法）、あるいは問題を解決するために考えられるすべての解決案の中から、より望ま
しいと判断できるものを選択・決定することのできる能力である。具体的には、『何をすべきか』『何がな
されねばならないか』『どの解決策がより望ましいのか』という問いに対する実践的判断を行う能力であ
るli。」
したがって、このような意思決定力が、自己の未来の生き方を追求していく能力の中心核と理論的に構
築することができる。また、そのような意思決定を迫る授業として適切な形態として、個人・集団・組織
体が直面している状況において、価値観の違いによって解決策が分かれるような、合理的な解決が困難な
社会的問題を取り上げ、論争させるような授業が望ましいのではなかろうか。今後も継続的に考察を進め
ていきたい。
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